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第１章 総則 
 

第１節 地区防災計画の方針 
 

１ 目  的 

２０１１年の東日本大震災や２０１９年の令和元年東日本台風など、過去に発生した災

害の教訓から大規模災害の発災直後には、消防や各行政機関など「公助」による対応にも

限界があるため、自らの身は自ら守る「自助」、自分たちのまちは自分たちで守る「共助」

の考え方を基本に、発災時に市民や地域自らが対応できる体制をつくることが重要である。 

このため、橋本地区防災計画は地域の特性に応じて、大地震や風水害など様々な災害の

危険性を考慮しながら、地域における防災力を高めることを目的とする。 

 

２ 地区防災計画の構成及び組織編成 

橋本地区防災計画は、総則、予防計画、応急対策（地震）、応急対策（風水害）及び資

料編で構成する。 

地区防災計画の中核となる組織については、地区内の連絡体制や協力体制を確保し、災

害発生時の応急活動を迅速かつ効果的に行うため、地域の実情に即した防災活動が重要で

あることから、自治会を単位とした単位自主防災組織と、地区自治会連合会を単位とした

地区連合自主防災組織とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 画 の 構 成 

橋 本 地 区 防 災 計 画 

総 則 

予 防 計 画 

応 急 対 策 （ 風 水 害 ） 

資 料 編 

応 急 対 策 （ 地 震 ） 
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<組織概要図> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<現地対策班と橋本地区連合自主防災隊の主な役割> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
橋本地区連合 
自主防災隊 

相互協力 

【平常時】 
・防災にかかわる平素からの 
取組や訓練などの連絡調整 

【災害時】 
・地区内の災害情報の収集伝達 
・災害活動についての連絡調整

及び支援協力 

 現地対策班 
（橋本まちづくり 
センター） 

 
市災害対策本部 

緑区本部 

（緑区役所） 

 

現地対策班 

（橋本まちづくりセンター） 

避難所 

 橋本地区連合 

自主防災隊 
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<橋本地区自主防災組織概要図> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※避難所は、避難所運営マニュアルに基づき、自治会から選出された委員、避難所担当市

職員及び施設管理者等で構成される避難所運営協議会が主体となって運営する。 

 

３ 計画の修正 

この計画は、毎年検討を加え、必要があるときはこれを修正する。 

また、多様な意見を反映できるよう、計画の検討・修正の際は、女性、災害時要援護者

支援団体、地域企業等の参画を促進する。 

一時避難場所運営班 

情 報 連 絡 班 

防災専門員 

防災部長 

初 期 消 火 班 

救出・救護班 
自主防災隊長 

副隊長 
避 難 誘 導 班 

給食・給水班 

 

地区連合 
防災隊長 
副 隊 長 

単位自主防災隊 

自主防災隊長 各 班 

自主防災隊長 各 班 

橋本地区連合 
自主防災隊 

   は防災リーダー 

※計画の修正（見直し）基本方針 
 ・計画内容に影響のない修正（誤字、脱字等や法令等の引用条文）については、地区

自治会連合会会長等の了解を得て修正し、まちづくり会議等へ報告する。 
 ・計画の内容に変更を伴う修正については、計画策定組織に準じた構成員により検討

し、まちづくり会議へ付議（報告）をした後、市長が会長を務める防災会議に対し

修正提案を行い防災会議の審議を経た上で修正する。 
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第２節 自助・共助の基本及び地区居住者等の役割 
 

１ 地区居住者の役割（自助） 

（１）「自らの身は自ら守る(自助)」及び「自分たちのまちは自分たちで守る(共助)」とい

う意識を持ち、防災訓練など地区の防災活動に積極的に参加し、各個人、事業所、自主

防災組織等の防災行動力の向上及び相互協力関係の強化、災害時の連絡体制の整備、ル

ールづくりをすすめ、災害に強い居住者と地区を形成する。 

（２）感染症対策として避難所等が過密な状態になることを防ぐことや、家屋の倒壊等によ

り自宅で生活が困難となった方の避難を優先するため、自宅で安全確保が可能な場合は、

在宅避難を検討するとともに、安全な親せきや知人宅、ホテル等の宿泊施設への避難に

ついても検討しておく。 

（３）住居や所有若しくは使用する建造物等の安全性を確保するとともに、非常時に対する

少なくとも最低３日分以上の食料、飲料水、生活必需品の備蓄、非常持ち出し品の準備

など「自助」の取組を実施する。 

（４）風水害について、近年、気候変動等の影響により激甚化、頻発化しており、二級河川

の境川が流れる橋本地区でも、洪水に対する更なる備えが必要となっている。河川流域

の居住者等は、あらかじめ洪水ハザードマップを確認の上、「マイ・タイムライン」を

作成し安全に避難行動を取ることができよう備える。 

（５）ペットを飼っている者は、ケージや餌、水などペット用の備蓄品を用意し同行避難に

備える。また、特定動物
（※）

は避難所、避難場所では受け入れできないため、ペットホ

テル等の預け先を検討しておく。 

※特定動物：毒ヘビ、ニシキヘビ、ワニガメ、ニホンザル等、動物愛護法に定める基準

を満たした施設以外での飼育が認められていない動物。 

（６）災害時には、共助の視点の下、地区とりわけ近隣世帯が相互に協力して助け合い、情

報の把握、出火の防止、初期消火、救出・救護等に努めるとともに、避難するに当たっ

ては、災害時要援護者の支援を行い、冷静かつ積極的に行動する。 

（７）自主防災組織へ参加し、体制等の整備、防災訓練に協力するとともに、災害時には地

区の住民・事業者と連携して各種活動を円滑に実施するよう「共助」の取組を実施する。 

（８）その他、市及び各防災関係機関の行う防災対策活動に協力する。 

 

２ 自主防災組織の役割（共助） 

（１）日頃から、地区内の危険箇所、避難経路、災害時要援護者等の状況等を把握し、地区

内の防災に係る方針の策定支援や防災マップ、防災活動用資機材の整備・点検を実施す

る。 

（２）組織の班編成や活動内容を明確にしておき、組織員の教育訓練を推進するとともに、

地区住民の参加、地区事業者との連携の促進等、地区全体の防災力を向上させる取組を
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実施する。 

（３）災害時には、情報の収集・伝達、救出・救護、消火、避難誘導、避難所の運営協力、

災害時要援護者の支援等を実施する。 

 

３ 事業者の役割 

（１）日頃から、管理する施設及び設備の耐震性の確保、従業員等の発災時の一斉帰宅抑制

のための３日分以上の食料及び飲料水等の備蓄、初期消火、救出・救護等のための資機

材の整備、従業員の安否確認及び従業員と家族の連絡手段の確保、さらに、従業員の防

災訓練や防災に関する研修等の積極的な実施に努める。 

（２）対策の責任者を定め、災害が発生した場合の従業員のとるべき行動を明確にし、地区

住民及び自主防災組織と連携して、地区における防災活動に参加する等、地区の共助に

取り組むよう努める。 

（３）災害が発生した場合には、行政、地区住民及び自主防災組織と連携して、情報の収集・

伝達、救出・救護、消火、避難誘導、帰宅困難者対策等を積極的に行うよう努める。 

 

４ 高層共同住宅管理者の役割 

（１）日頃から、建物及び設備の耐震性の維持、確保に努める。 

（２）地震等によるエレベータや電気、ガス、上下水道等の停止を想定した、居住者の生活

支障対策用設備及び資機材の整備並びに共同住宅内の自主防災体制の整備に努める。 

（３）地下駐車場など、風水害時に駐車車両の水没等の被害が出ないよう、対策、対応等を

講ずる。特に洪水ハザードマップの浸水想定区域にある共同住宅においては、車両の避

難場所の確保等の具体的な対応がとれるように備える。 

（４）周辺住民や自主防災組織との連携強化に努める。 

（５）災害時には、居住者等の防災活動を統括するとともに、高層階居住者の生活支障対策

を実施するよう努める。 
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第３節 地区の概要 
 

１ 自然的条件 

  特 徴 

橋本地区は、市の中部に位置し、橋本駅を中心に相原・橋本・宮上の 3つの地域から成

り立ち、地区の北端には町田市との境界に境川が流れている。橋本駅周辺は、駅前の市街

地再開発事業や大山町の都市再生緊急整備地域の指定により、都市機能が集積し、首都圏

南西部における広域拠点としてのまちづくりが進んでおり、多くの高層マンション、超高

層マンションが存在している。 

また、橋本地域内には緑区合同庁舎があり、災害時には緑区本部、橋本地区現地対策班、

拠点救護所などとして機能する。さらに、東京と大阪をつなぐリニア中央新幹線神奈川県

駅（仮称）が、橋本駅付近に設置予定となっている。 

 

２ 社会的条件 

（１）人 口 

橋本地区の人口は、３５，７０９世帯、７３，８１５人で、緑区人口分布の４３．５％、

市内人口分布の１０．２％を占めている。年齢別では、年少人口(１５歳未満)が１１．

９％、生産年齢人口(１５歳以上６５歳未満)が６０．０％、老齢人口(６５歳以上)が２

２．１％となっており、平均年齢は４４．６１歳である。 

※２０２１年４月１日現在（住民基本台帳） 

（２）交 通 

① 道 路 

地区内の一般国道は、横浜市西区を起終点とする１６号、平塚市を起点とし緑区

橋本を終点とする１２９号、富士吉田市を起点とし緑区西橋本を終点とする４１３

号の３路線である。 

また、緑区橋本を起点とし東京都八王子市を終点とする国道１６号の八王子バイ

パスは、中央自動車道八王子インターチェンジへとアクセスしている。 

また、２０１５年には、圏央道相模原インターチェンジへの接続を含む津久井広

域道路の一部が共用開始された。 

 

② 鉄 道 

橋本駅には、首都圏の環状交通軸であるＪＲ横浜線、放射交通軸である京王相模原

線、県央地区の南北交通軸であるＪＲ相模線の３路線が乗り入れている。また、２０

２７年には、リニア中央新幹線神奈川県駅（仮称）の開業が予定されている。 
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第４節 防災アセスメント調査による地区被害想定（Ｈ２６．５） 
 

１ 想定地震と条件 

  想定地震と発生時刻等の条件は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 建物被害 

  橋本地区の建物被害は次のとおりである。（冬 18 時） 

 

 

 

 

 

 

 単位：棟 

 

３ 人的被害 

  橋本地区の人的被害は次のとおりである。 

  単位：人 

  

想
定
地
震 

相模原市東部直下地震 本市の東部地域直下の地震（M7.1） 

相模原市西部直下地震 本市の西部地域直下の地震（M7.1） 

大正関東タイプ地震 相模トラフで発生する M8 クラスの海溝型地震 

条
件 

季 節・時 刻 夏 12 時、冬 18 時、冬深夜 2時の３ケース 

天     候 晴れ、風速３ｍ（本市の平均風速） 

想定地震 建物総数 全壊 焼失 
大規模 

半壊 
半壊 

東部直下地震 

15,299 

682 116 0 2,070 

西部直下地震 558 42 0 1,933 

大正関東 

タイプ地震 
34 0 0 473 

 東部直下地震 西部直下地震 
大正関東 

タイプ地震 

冬２時 

死 者 42 34 2 

閉 込 者 271 219 17 

重 傷 者 62 51 4 

軽 傷 者 388 353 79 

冬１８時 

避 難 者 当 日 2,149 1,702 216 

避 難 者 １ 週 間 後 5,877 5,355 1,869 
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第２章 予防計画 
 
第１節 災害に強い地区づくり 
 

１ 基本方針 

震災時の火災による建物延焼などの被害を最小限にとどめるため、自主防災組織の育成

支援、高層共同住宅等の災害対策及び地区の特性に応じた災害対策を促進し、生命と財産

を守るため災害に強い地区づくりを推進する。 

 

２ 自主防災隊の編成と各班の役割 

（１）単位自主防災隊 

単位自主防災隊は、各自主防災隊の規模や活動の状況等に応じて編成することが大切

であり、円滑な防災活動を行えるよう、以下の基本的な方針に沿った組織づくりとする。 

 

   編成例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自主防災隊長 
地区連合自主防災組織との連絡調整や防災訓練等の計画・実施、

組織内の情報伝達体制の整備 

副隊長 自主防災隊長の補佐 

防災部長 
自主防災隊長の補佐及び防災活動に係る各班への専門的、技術的

指導・指揮 

本 部 

自主防災隊長 
副隊長 
防災部長 

 班
長 ○○班 

 班
長 ○○班 

 班
長 ○○班 

指揮 

情報収集・伝達 
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【各班の平常時・災害時の役割（地震災害における編成例）】 

各班 平常時 災害時 

情報連絡班 
啓発活動、情報伝達訓練及び

連絡様式の準備等。 

被害情報等を収集し、地区

連合自主防災組織を通じて、

市の現地対策班に連絡すると

ともに、正しい情報を住民に

伝達する。 

初期消火班 

消火技術の習得や消火器等

の事前点検を行うとともに、地

域の事業所が持つ自衛消防隊

との連絡体制の構築に努める。 

安全を確保しつつ、初期消

火活動を行い、火災の拡大を

防御する。 

救出・救護班 

救出方法、応急手当の方法、

担架搬送の要領等の技術を習

得する。 

周囲の人の協力を求め、負

傷者等の救出・救護活動を行

う。負傷者の応急手当と救護

所への搬送。 

避難誘導班 
避難経路の安全チェック、危

険要素のチェックを行う。 

全員が安全に避難できるよ

うに避難誘導を行う。避難者

の安全確保、安全確認を行う。 

一時避難場所運営班 
一時避難場所の運営方法に

ついて訓練を行う。 

一時避難場所の自主的な運

営を行う。 

給食・給水班 
炊き出し方法、給食の配分方

法、給水方法を習得する。 

給食・給水のルールをつく

り、秩序ある給食・給水活動を

行う。 

災害時要援護者支援班 
要援護者の把握、支援方法の

確立に努める。 

関係団体や地域住民と協力

して、要援護者各人の要望を

親身になって聞き、要援護者

活動に取り組む。 

※班編成について、上記は例となるため、各自主防災隊の実情や風水害時等の災害種別にあ

わせ班編成を検討する必要がある。 
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（２）地区連合自主防災隊 

 

平常時 災害時 

地区連合自主防災隊長や防災専門員

は、協力・連携し、情報の収集・伝達訓

練、避難誘導訓練、避難所運営訓練、炊

き出し等給食・給水訓練、災害時要援護

者支援訓練など、単位自主防災隊を超え

た地域防災訓練、イベント等の計画・実

施を行う。 

 地区連合自主防災隊長や防災専門員

は、市や構成単位自主防災隊との間に立

ち、防災関連情報等の連絡や防災訓練等

に関する調整などを行う。 

地区内の防災意識の向上を目的とし、

地域情報紙等を活用し定期的な啓発活

動を行う。 

災害時には、地区連合自主防災隊長や防

災専門員など、事前に決められた人員によ

り、本部を設置し、市（現地対策班）・単位

自主防災組織との間に立ち、情報のとりま

とめ・伝達活動を行う。 

単位自主防災隊や避難所間の連絡・調整

をするとともに、被害の大きいところに集

中的な対応を行うなど、単位自主防災隊を

超えた効果的な災害対応を行う。 

なお、地区連合自主防災隊の本部は、市の

現地対策班（橋本まちづくりセンター）に設

置する。 

 

地区連合自主防災隊長 
防災に関わる市との連絡調整や地域防災訓練等の計画・実

施、地区連合自主防災隊間の連絡協力体制づくり 

副隊長 地区連合自主防災隊長の補佐 

防災専門員 
地区連合自主防災隊長の補佐及び防災活動に係る専門的、

技術的指導 
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３ 出火防止及び初期消火対策 

（１）出火防止 

大地震発生時等においては、各所に同時多発的な出火が考えられ、道路、建物の損壊

による障害物などが重なると、消防力は大きく阻害される。また、強風や夜間といった

悪条件が加わると一層火災の拡大が懸念されることから、各家庭において感震ブレーカ

ーの設置を検討するとともに、出火防止の徹底を図るため次の事項に重点を置いて点検

整備する。 

① 火気使用設備器具の整備及びその周辺の整理整頓状況 

② 可燃性危険物品等の保管状況 

③ 消火器等の消火資機材の整備状況 

④ その他建物等の危険箇所の状況 

（２）初期消火対策 

大地震発生時等には、火災の同時多発、消防車の通行不能、消火栓の使用不能等によ

り、消防機関の活動は通常の火災の場合よりも大幅に制限される。 

すべての住民が自宅や近隣所といったごく身近なところで初期消火活動を実践し、火

災の拡大を防御することが重要であるため、安全を確保しつつ、迅速に初期消火活動を

行い、火災の拡大を防御する。 

各家庭の消火器や、消防団、自主防災隊による消防水利の活用などにより、初期消火

活動を迅速かつ効率・効果的に行う。 

 

４ 風水害対策 

警報などの防災気象情報を利用して、被害を未然に防ぐ、または軽減することが可能

な災害であることから、次の対策に取り組む。 

（１）台風・大雨・浸水 

① 家の外の備え（大雨が降る前、風が強くなる前に行う） 

・窓や雨戸はしっかりとカギをかけ、必要に応じて補強する。 

・側溝や排水口は掃除して水はけを良くしておく。 

・風で飛ばされそうな物は飛ばないよう固定する。または屋内へしまう。 

② 家の中の備え（平時から常に準備しておく） 

・非常用品の確認 

懐中電灯、携帯用ラジオ（乾電池）、救急薬品、衣類、非常用食品、携帯ボン

ベ式コンロ、貴重品など 

・室内からの安全対策 

飛散防止フィルムなどを窓ガラスに貼る。万一の飛来物の飛び込みに備えてカ

ーテンやブラインドをおろしておく。 

・水の確保 

断水に備えて飲料水を確保するほか、浴槽に水を張るなどして生活用水を確保

する。 

③ マイ・タイムラインの作成 

・台風や大雨のときに、「いつ・どこに・どのように」避難をするのかあらかじめ
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決めておく「マイ・タイムライン」を作成する。 
・普段から家族で避難のタイミングや連絡方法を話し合っておく。 
・風水害時避難場所として指定されている場所への避難経路を確認しておく。 

④ 非常持ち出し品を用意（平時から常に準備しておく） 

・非常持ち出し品をリュックサックなどに入れて、いつでも持ち出せるようにして

おく。 

（２）竜巻・突風 

竜巻等は、台風のように事前に規模を予測し、対策をとることは困難であるが、発

達した積乱雲に伴って発生することから、事前にその兆しがみられるので、平時から

竜巻等の特徴を理解して判断力を養い、自ら身を守れるようにしておく。 

・自宅にいるときは、「窓が割れないように雨戸を閉め更にカーテンを閉める」、

「一階の窓のない部屋に移動する」、「丈夫な机やテーブルの下に入るなど身を小

さくして頭を守る」といった避難行動を行う。 

・街中にいるときは頑丈な建物に入り、できる限り地下室や風が吹き込まない場所に

避難する。 

・車を運転しているときは、交通の邪魔にならない場所に駐車し、ただちに頑丈な建

物内へ避難する。 

 

５ 雪害対策 

大雪が降ると、交通網が麻痺、着雪による通信線や送電線の被害、除雪作業中の事

故等が考えられることから、次の対策に取り組む。 

・通常の備蓄に加え、雪かき用スコップ等を備えておく。 

・冬用タイヤ、チェーンを備え、積雪時には装着することを徹底する。 

・不要不急の外出は控える。 

 

６ 災害危険の把握 

災害予防に資するため、次のとおり地区固有の防災問題に関する把握を行う。また、そ

れらを記載した地図を作成し、地区内で情報共有する。 

（１）把握事項は、次のとおりとする。 

① 危険地域、区域等 

② 地区の防災施設、設備 

③ 過去の災害履歴、災害に関する伝承 

（２）把握の主な方法は、次のとおりとする。 

① 相模原市防災アセスメント調査 

② 相模原市地区別防災カルテ 

③ さがみはら防災マップ 

④ 相模原市各種ハザードマップ 

⑤ 地区内の踏査（防災まち歩き） 

 

７ 高層共同住宅の災害対策 

高層共同住宅の管理者は、敷地・建物内に防災備蓄スペース、防災対応トイレなど、ラ
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イフラインが復旧するまでの間、居住者が自立生活できるための震災対策用設備等を確保

するよう努める。また、感震ブレーカー等の設置に努める。 
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第２節 災害に対する備え 
 

１ 基本方針 

日ごろから災害に対する十分な備えを行い、発災直後の迅速かつ効果的な対応を図る

ことで被害を軽減する。 

 

２ 防災知識の普及・啓発 

地区住民の防災意識を高揚するため、次のとおり防災知識の普及・啓発を行う。 

（１）普及・啓発事項は、次のとおりとする。 

① 防災組織及び地区防災計画に関すること。 

② 地震、風水害等についての知識に関すること。 

③ 各家庭における防災上の留意事項に関すること。 

④ 地震発災後７２時間における活動の重要性に関すること。 

⑤ ＡＥＤの操作など、救命・救助方法の習得の重要性に関すること。 

⑥ 食料等を最低３日分以上確保することの重要性に関すること。 

⑦ 住宅の安全対策に関すること。（耐震化、感震ブレーカー、家具の固定等） 

⑧ ブロック塀の安全対策に関すること。 

⑨ マイ・タイムラインの作成に関すること。 

⑩ その他防災に関すること。 

（２）普及・啓発の主な方法は、次のとおりとする。 

① 広報誌、パンフレット、リーフレット、チラシ等の配布 

② 講演会、座談会、映画上映会等の開催 

③ パネル等の展示 

④ 防災地図等の作成 

（３）実施時期 

地域情報紙を活用し定期的に以下の内容の啓発記事を発信する。 

６月：風水害に関する啓発 

９月：地震等への備え（自助）に関する啓発 

１月：火災予防に関する啓発 

また、防災訓練や他の催し物に併せるなどして随時実施する。 

 

３ 災害に備えた各家庭での取組 

家族全員で防災会議を開き、地震災害等を想定して、わが家の安全対策や避難の方法・

緊急連絡手段等の取り決めなどの話し合いを行う。また、非常持ち出し品や防災用具の点

検や補充を随時実施する。 
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４ 防災訓練の実施 

大地震等の災害の発生に備えて、情報の収集・伝達、初期消火、救出・救護、避難誘導、

災害時要援護者支援等が迅速かつ適切に行えるよう、防災訓練を実施する。 

（１）主な訓棟の種類 

① 情報収集・伝達訓練 

② 消火訓練 

③ 避難訓練 

④ 救出・救護訓練 

⑤ 給食・給水訓練 

⑥ 図上訓練（ＤＩＧ） 

（２）地区の合同訓練 

地区内の自主防災隊が合同で行う訓練や相模原市等が行う訓練に参加する。 

（３）訓練実施計画 

訓練の実施に際しては、その目的、実施要領等を明らかにした訓練実施計画を作成す

る。 

（４）訓練の時期及び回数 

年１回以上、随時実施する。 

 

５ 防災資機材等の備蓄及び点検・管理 

防災資機材等の備蓄及び点検・管理に関しては、次により行う。 

（１）防災資機材等の備蓄 

救助工具や消火器などの資機材のほか、簡易トイレなどの生活必需品を備蓄する。 

（２）点検・管理 

防災訓練や催し物などの機会に随時実施する。 

 

６ 災害時要援護者の把握、避難支援体制 

災害が発生した場合に、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病人、高齢者、

妊婦及び外国人などに対する適切な応急対応及び救援活動を行うため、日頃から地区のコ

ミュニティの形成や社会福祉活動に積極的に取り組み、災害時に備える。 

なお、地区内における単位自治会などを中心とした災害時要援護者への支援活動につい

ては「相模原市災害時要援護者避難支援ガイドライン」に基づき行うこととする。 

（１）災害時要援護者名簿・マップ等の作成 

災害時に避難状況を把握するため災害時要援護者名簿・マップ等を作成し、行政、社

会福祉協議会、民生委員、児童委員、訪問介護員、ボランティア、自治会等と連絡を取

り合って定期的に更新する。 
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（２）災害時要援護者の避難誘導、救出・救護方法等の検討 

災害時要援護者に対する円滑な避難誘導や効果的な救出・救護活動等について予め検

討し、訓練等に反映させる。 

（３）災害時要援護者の避難支援 

市から避難に関する情報が発令されたとき、又は災害状況により避難の必要があると

認めたときは、災害時要援護者を安全に避難場所へ誘導する。また、視覚障害者、聴覚

障害者、外国人への災害情報の提供に配慮する。 

 

７ その他の取組 

大規模災害に備え自主防災隊が中心となって取り組む事項 

（１）「黄色い小旗」の活用 

災害時の救出・救護活動が円滑に行われるよう、「黄色い小旗」の普及・啓発につい

て、自主防災隊が中心となって取り組む。 

※震災等が発生した場合に、住民が大丈夫である場合は外から見やすい玄関等に「黄色

い小旗」を掲げ、救助者が短時間に救助活動を行えるようにするもの。 

（２）防災備蓄資機材リストの共有 

日頃から各自主防災隊が備えている資機材のリストを共有することにより、災害対応

時に不足が生じた資機材を自主防災隊間で融通するなど、相互協力できるようにする。 
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第３章 応急対策（地震） 
 
第１節 地区の災害対策活動 
 

１ 地区連合自主防災隊本部の設置 

下記の場合には、橋本まちづくりセンターに「橋本地区連合自主防災隊本部（以下

「本部」という。）」を設置する。 

本部を設置した場合には、「橋本地区現地対策班（以下「現地対策班」という。）」

にその旨を連絡する。 

【設置基準】 

（１）相模原市で「震度５強」以上の地震が観測された場合 

（２）南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合 

（３）地区連合自主防災隊長が必要と認める場合 

 

２ 本部役員の参集 

災害応急対策を迅速かつ円滑に実施するため、設置基準を確知した本部役員は速やか

に参集する。ただし、地区に甚大な被害が想定される場合及び地区連合自主防災隊長が

必要と認める場合には、地区連合自主防災隊長が現地対策班と協議の上、本部役員に動

員を行う。 

 

３ 本部の活動 

本部の主な活動は次のとおりとする。 

（１）地区内の単位自主防災隊から被害情報等の収集を行う。 

（２）収集した情報をもとに対策検討及び支援を行う。 

（３）収集した地区の状況について現地対策班に報告する。 

 

４ 情報の収集・伝達 

被害状況等を正確かつ迅速に把握し、適切な防災・応急措置を行うため、情報の収

集・伝達を次により行う。 

（１）収集の方法 

テレビ、ラジオ、防災行政用同報無線（ひばり放送）、防災メール、相模原市公式Ｌ

ＩＮＥ、相模原市災害情報Ｔｗｉｔｔｅｒ、インターネット等により行う。 

（２）伝達の方法 

各種電話、ＦＡＸ、簡易無線、伝令等により伝達を行う。また、伝達にあたって

は、簡潔明瞭が肝心であり、「いつ、どこで、なにが、（だれが）、どうして、どの

ように」の要領で情報伝達を行う。 

 

５ 本部の廃止 

次の場合には現地対策班と協議の上、本部を廃止する。 

（１）地震による災害発生のおそれがなくなった場合 

（２）国から後発地震に対して注意する措置の解除が呼びかけられた場合等 

（３）発生した災害・応急対策が概ね終了したと認められる場合 

（４）地区連合自主防災隊長が廃止するべきと判断した場合 
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【情報収集・伝達活動の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害関連情報等を把握する 
 ○携帯ラジオ、携帯電話等による外部情報の収集（エフエムさがみ 83.9MHz） 
 ○防災行政無線等による情報の収集 

周囲の被害状況を把握する 
 ○火災、負傷者、建物の倒壊、交通障害等について 
 ○場所（目印）、状況（何がどのような規模で発生しているかなど） 

単位自主防災隊（自主防災隊長、防災部長や班長）に連絡する 

単位自主防災隊は、応援要請や被害状況等を地区連合自主防災隊本部に連絡する 
 ○災害状況による応援の要請（場所、状況等） 
 ○住民からの情報や独自に収集した情報の整理と連絡 

地区連合自主防災隊本部 
 ○情報をまとめ、現地対策班へ連絡する 

単位自主防災隊は、地区連合自主防災隊本部からの情報を住民に伝達する 
 ○避難勧告等の緊急事項 
 ○出火防止、初期消火、救出・救護などへの協力・応援の呼びかけ 
 ○被害の状況、道路・ライフラインの状況、避難所や救護所の開設状況、各機

関の対応状況、食料・飲料水ほか生活必需品に関する状況、デマの打ち消し、

安心情報（トランジスターメガホン、掲示板等により） 

地区連合自主防災隊本部 
 ○現地対策班からの対応策や情報を単位自主防災隊に伝達する 
（被害状況や災害応急対策の実施状況等） 
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第２節 応急対策活動 
 

１ 初期消火活動 

震災後、初期段階においては、地区住民及び自主防災隊等は自発的に初期消火活動を行

うとともに、消防機関に協力するよう努めるものとする。 

なお、火災に際しては初期消火が特に重要になるため、自主防災隊等は各家庭に対して、

火の元の始末など出火防止のための措置を講じるように呼びかけるとともに、火災が発生

した場合は、消火器、水バケツ、小型消防ポンプ等を活用し、隣近所が相互に協力して初

期消火に努める。 

 

【初期消火活動の流れ】自主防災組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出火防止を叫びながら、周囲の状況を把握する 

火災を発見したら、大声で近所の人々に協力を呼びかける 

１１９番通報する（不通の場合は徒歩等による） 

個人・隣近所で初期消火活動を行う 
○消火器・水バケツ等による消火 

単位自主防災隊等は、組織的な初期消火活動を行う 
 ○リーダーの指示による活動 
○多くの消火器による活動 

 ○バケツリレーや小型消防ポンプ等による活動 

※身の危険を感じる場合には避難する 

単位自主防災隊は、必要に応じて地区連合自主防災隊本部に応援要請する 
 ○場所、状況等  

地区連合自主防災隊本部 
 ○情報をまとめて、現地対策班へ連絡する 
 ○必要に応じ、単位自主防災隊へ応援を依頼 
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２ 救出・救護・搬送 

（１）救出・救護活動 

建物の倒壊、落下物等により救出・救護を必要とする者が生じたときは、１１９番通

報するとともに、直ちに救出・救護活動を行う。この場合、現場付近の者は、救出・救

護活動に積極的に協力する。 

（２）救出・救護活動等の原則 

① 救出・救護活動は、救命処置を必要とする者を優先して行う。 

② 救出・救護の事態が火災現場付近とそれ以外の場所にあった場合は、火災現場付近

の救出・救護を優先して実施する。 

（３）救護所への搬送 

自主防災隊の救出・救護班は、負傷者の応急手当を行い、担架やリヤカー、毛布など

による応急担架、椅子等を活用して救護所に搬送する。 

 

【救出・救護活動の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

声を掛けながら、周囲の状況を把握する 

負傷者、下敷きになっている人等を発見したら、大声で近所の人々に協力を呼び

かける 

１１９番通報する（不通の場合は徒歩等による） 

個人・隣近所で救出・救護活動を行う 
 ○服装等は、長袖、長ズボン、ヘルメット、軍手、タオル、懐中電灯等 
 ○手近の資機材による人力作業 
 ○負傷者の手当 
 ○応急処置（人工呼吸と心臓マッサージ、止血、骨折部位の固定など） 

単位自主防災隊等による組織的な救出・救護活動に移行する 
 ○リーダーの指示による活動 
○救出・救護用資機材の使用 

 ○必要な人員の確保 

地区連合自主防災隊本部に応援要請する 
 ○場所、状況等 
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３ 避難誘導 

災害の発生、又は発生の恐れがあるなど、避難の必要があると認めるときは、次により

避難を行う。 

（１）避難誘導の指示 

地区連合自主防災隊長、単位自主防災隊長は、市から避難に関する情報が発令された

場合には、必要に応じて避難誘導の指示を行う。 

（２）避難誘導 

避難誘導班は、自主防災隊長から避難誘導の指示を受けた時は、避難計画に基づき、

住民を避難場所に誘導する。 

 

【避難誘導活動の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区連合自主防災隊本部 
 ○情報を現地対策班へ連絡する（応援要請や被害の状況） 
○必要に応じ、単位自主防災隊へ応援を依頼 

自主的な避難判断を行う 
 ○火災の拡大、建物の倒壊等の被害発生の危険性がある場合 
 ○ひばり放送、ラジオや周囲の状況などから判断 

単位自主防災隊は、地域住民への避難に関する情報の周知徹底を図り、避難時

の注意事項を伝達する 
 ○避難先、避難経路、避難に関する情報の内容等 
 ○各自治会が選定している一時避難場所の周知 
 ○ガス元栓の閉鎖、電気ブレーカーの遮断 
 ○携帯品は、食料、薬、日用品、衣類、貴重品等 
 ○服装は、長袖、長ズボン、ヘルメット、軍手、タオル、懐中電灯等 
 ○外出時の家族には連絡メモを残す等 

単位自主防災隊は、地域住民を避難場所へ避難誘導する 
 ○災害時要援護者のうち、援助が必要な人に対して優先的に声をかけ、必要に

応じて援助する（車椅子、リヤカー、担架等の利用） 
 ○避難誘導班を中心に、避難路を確保し、数人～数十人単位で避難する 
 ○到着後人数を確認し、行方不明者がいれば危険のない範囲で安否の確認 



 

- 22 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 災害時要援護者支援 

災害時において、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病人、高齢者、妊婦

及び外国人などの災害時要援護者に対して、地区住民及び関係機関等の協力を得て、効果

的な応急対策を総合的かつ優先的に行うものとする。 

（１）災害発生時の対応 

災害発生後概ね３日間を目途に、災害時要援護者の安否確認や避難支援等の支援活動

を積極的に行うこととする。 

なお、地区内における単位自治会などを中心とした災害時要援護者への支援活動につ

いては「相模原市災害時要援護者避難支援ガイドライン」に基づき行うこととする。 

（２）情報収集 

大規模災害が発生した場合、支援組織は安全が確保される範囲内において、支援台帳

等をもとに災害時要援護者宅の個別訪問など、主体的に安否確認を行い、地区内支援組

織間での情報を共有するとともに本部に報告する。 

なお、地区内における単位自治会などを中心とした災害時要援護者への支援活動につ

いては「相模原市災害時要援護者避難支援ガイドライン」に基づき行うこととする。 

 

火災が延焼拡大した場合には火煙やふく射熱から身を守るため広域避難場所へ

避難する 
 ○火災や風などの気象状況、建物の倒壊の状況等を踏まえ、複数のルートか

ら避難経路を選択 
 ○避難者がはぐれないよう、自主防災組織旗、懐中電灯、避難誘導棒、ロー

プ、警笛等の活用 
 ○高齢者、障害者などの災害時要援護者は中央に配置 
 ○到着後人数が揃っているか確認し、不明者は手分けして捜索 

単位自主防災隊は、避難状況を地区連合自主防災隊本部に連絡する 

地区連合自主防災隊本部は、避難状況を現地対策班へ連絡する 

〇自宅に被害がなく生活が可能な場合は、在宅避難を促す 
〇親せき・知人宅等への避難が可能な場合は、そちらへの避難を促す。 
〇建物が倒壊するなどして、自宅で生活を送れない場合には避難所へ避

難する 
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（３）避難誘導 

発災後の避難誘導方法及び災害時要援護者別状況の対応については「相模原市災害時

要援護者避難支援ガイドライン」に基づき行うこととし、避難経路、避難場所について

は、安全を確認の上、指定された場所等に速やかに誘導することとする。 

 

【災害時要援護者支援活動の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位自主防災隊は、災害時要援護者が在宅する家屋等を巡回し、安否の確認を行う 
【高齢者】 
 ○民生委員・児童委員や関係団体等と協力し、所在情報をもとに確認 
【身体障害者・知的障害者】 
 ○民生委員・児童委員や関係団体等の協力を得て、戸別訪問、電話等により確認 
【保護者と離れてしまった乳幼児等】 
 ○災害時要援護者支援班を中心に把握 

単位自主防災隊は、救出・救護、避難誘導を行う 
 ○地域住民の協力、ボランティア、民生委員・児童委員等との連携により、救出・

救護活動を実施 
 ○地域住民の協力と連携により、避難所への誘導、援助を実施 

単位自主防災隊は、地区連合自主防災隊本部に応援要請及び被災状況を

連絡する 
 ○応援要請の場合は場所、状況等 
 ○被災の状況 

地区連合自主防災隊本部は、災害時要援護者に関する情報を現地対策班へ

連絡するとともに、必要に応じ、単位自主防災隊へ応援出動を依頼する。 

可能であれば、被害甚大地区の救出・救護活動に協力する 

在宅の災害時要援護者への支援を行う 
 ○特別な援護が必要な災害時要援護者を把握 
 ○必要な情報を適切な方法で提供（音声、文字、手話等） 
 ○声掛けによる健康状態の確認や、必要なニーズを把握 
 ○支援物資の提供 
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５ 避難所運営 

避難所運営については、「避難所運営マニュアル」に基づき、避難所運営協議会が中心

となって、避難所運営を行うこととする。 

 

６ 在宅避難者の把握・支援 

単位自主防災隊は、避難所等から在宅避難者の情報収集を行い、必要に応じて、避難所

運営本部及び現地対策班と協力して在宅避難者への支援を行う。 

 

７ ボランティアの活動について 

災害時におけるボランティア活動については、現地対策班及び相模原災害ボランティア

センター等と連絡調整を行い、以下の各種活動分野に対して、必要に応じて支援を要請す

ることとする。 

（１）専門ボランティアの活動分野 

ア 医療看護（医師、歯科医師、薬剤師、保健師、看護師、柔道整復師等） 

イ 福祉（手話通話、介護士） 

ウ 無線（アマチュア無線局、タクシー無線） 

エ 特殊車両操作（大型重機等操作資格者） 

オ 通訳（外国語通訳） 

カ 被災建築物の応急危険度判定（応急危険度判定士） 

キ 相談業務（弁護士、会計士、カウンセラー等） 

ク その他専門知識や技能を必要とする分野 

（２）生活支援ボランティアの活動分野 

ア 救援物資の整理、仕分け、配分 

イ 避難所の運営補助 

ウ 救護所の運営補助 

エ 清 掃 

オ 災害時要援護者等の生活支援 

カ 女性相談支援 

キ 広報資料の作成 

ク その他危険のない作業 
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第４章 応急対策（風水害） 
 
第１節 地区の災害対策活動 
 

１ 地区連合自主防災隊本部の設置 

下記の場合には、橋本まちづくりセンターに「橋本地区連合自主防災隊本部（以下

「本部」という。）」を設置する。 

本部を設置した場合には、「橋本地区現地対策班（以下「現地対策班」という。）」

にその旨を連絡する。 

【設置基準】 

（１）風水害等により、地区に甚大な被害が想定される場合 

（２）地区連合自主防災隊長が必要と認める場合 

※風水害時避難場所の運営は、原則として市職員が対応しており、地区連合自主防災隊

本部の設置に至らないケースが多い。地区連合自主防災隊本部が設置されない場合

は、本部役員は自宅待機とし現地対策班と連絡を取り合う等の情報収集にあたり、必

要に応じて各単位自主防災隊の隊長等へ情報を伝達する。 

 

２ 本部役員の参集 

災害応急対策を迅速かつ円滑に実施するため、設置基準を確知した本部役員は速やか

に参集する。ただし、地区に甚大な被害が想定される場合及び地区連合自主防災隊長が

必要と認める場合には、地区連合自主防災隊長が現地対策班と協議の上、本部役員の動

員を行う。 

 

３ 本部の活動 

本部の主な活動は次のとおりとする。 

（１）地区内の単位自主防災隊から被害情報等の収集を行う。 

（２）収集した情報をもとに対策検討及び支援を行う。 

（３）収集した地区の状況について現地対策班に報告する。 

 

４ 情報の収集・伝達 

被害状況等を正確かつ迅速に把握し、適切な防災・応急措置を行うため、情報の収

集・伝達を次により行う。 

（１）収集の方法 

テレビ、ラジオ、防災行政用同報無線（ひばり放送）、防災メール、相模原市公式Ｌ

ＩＮＥ、相模原市災害情報Ｔｗｉｔｔｅｒ、インターネット等により行う。 

（２）伝達の方法 

各種電話、ＦＡＸ、簡易無線、伝令等により伝達を行う。また、伝達にあたって

は、簡潔明瞭が肝心であり、「いつ、どこで、なにが、（だれが）、どうして、どの

ように」の要領で情報伝達を行う。 

 

５ 本部の廃止 

次の場合には現地対策班と協議の上、本部を廃止する。 

（１）風水害による災害発生のおそれがなくなった場合 
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（２）発生した災害・応急対策が概ね終了したと認められる場合 

（３）地区連合自主防災隊長が廃止するべきと判断した場合 

 

【情報収集・伝達活動の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象情報、災害関連情報等を把握する 
 ○携帯ラジオ、携帯電話等による外部情報の収集（エフエムさがみ 83.9MHz） 
 ○防災行政無線等による情報の収集 

周囲の被害状況を把握する 
 〇河川の氾濫、負傷者、建物等の浸水、交通障害等について 
 ○場所（目印）、状況（何がどのような規模で発生しているかなど） 

単位自主防災隊（自主防災隊長、防災部長や班長）に連絡する 

単位自主防災隊は、応援要請や被害状況等を地区連合自主防災隊本部に連絡する 
 ○災害状況による応援の要請（場所、状況等） 
 ○住民からの情報や独自に収集した情報の整理と連絡 

地区連合自主防災隊本部 
 ○情報をまとめ、現地対策班へ連絡する 

単位自主防災隊は、地区連合自主防災隊本部からの情報を、必要に応じて住民に伝

達する 
 ○被害の状況、避難場所の開設状況、各機関の対応状況 
○風水害時避難場所などへの協力・応援の呼びかけ 

地区連合自主防災隊本部 
 ○現地対策班からの対応策や情報、依頼事項等を単位自主防災隊に伝達する 
※市は、大規模な風水害が発生し地区に甚大な被害が想定される場合は、風水害

時避難場所の運営について地域に協力・応援を依頼する。 
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第２節 応急対策活動 
 

１ 災害時要援護者支援 

気象庁などからの大雨警報、洪水警報、氾濫警戒情報の発表や市から「高齢者等避難」

（警戒レベル３）が発令された場合、単位自主防災隊、地域の民生委員・児童委員及び関

係機関等は、浸水区域内に居住しており避難の必要がある身体障害者、知的障害者、精神

障害者、病人、高齢者、妊婦及び外国人などの災害時要援護者に対して協力し避難誘導等

を行う。 

（１）避難誘導 

単位自主防災隊、地域の民生委員・児童委員及び関係機関等は、支援台帳等をもとに

災害時要援護者宅の個別訪問など、主体的に安否確認を行い、地区内支援組織間での情

報を共有する。 

なお、地区内における単位自治会などを中心とした災害時要援護者への支援活動につ

いては「相模原市災害時要援護者避難支援ガイドライン」に基づき行うこととする。 

また、避難誘導については、洪水警報、氾濫警戒情報の発表や市から「高齢者等避難」

（警戒レベル３）が発令されたことを契機とし、風雨が強くなる前に早期避難を促す。 

 

【災害時要援護者支援活動の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 救出・救護 

（１）救出・救護活動 

浸水や水難事故による要救助者を発見したときは、ただちに１１９番通報する。 

（２）救出・救護活動等の原則 

① 二次被害を防ぐために慌てて河川等に飛び込むことがないようにする。 

② 単独で行動せずに、周囲にいる人や近くの住人に、大声で助けを求める。 

③ とにかく１１９番通報等の救助の要請を優先する。救助が到着するまでの間に可

能な範囲で救出活動を行う。

単位自主防災隊、地域の民生委員・児童委員及び関係機関等は、浸水想定区域内に居住

する災害時要援護者が在宅する家屋等を巡回し、安否の確認を行う 
 ○民生委員・児童委員や関係団体等の協力を得て、戸別訪問、電話等により確認 

単位自主防災隊、地域の民生委員・児童委員及び関係機関等は、避難誘導を行う 
 ○単位自主防災隊、地域の民生委員・児童委員及び関係機関等は協力と連携によ

り、避難場所へ誘導する 
※避難が不要となった場合、状況に応じて避難場所から自宅等へ誘導する 



 

 

橋本地区防災計画検討協議会 会則 
 
（名称） 
第１条 本協議会は、橋本地区防災計画検討協議会（以下「協議会」という。）と称する。 
 
（目的） 
第２条 本協議会は、橋本地区防災計画の策定に際し、橋本地区の防災活動の方向性等について、会

議等で検討し、その結果を計画書としてとりまとめ、同地区における隣保共同の精神に基づく自

主的な防災活動により、防災・減災の取組を進めることを目的とする。 
 
（構成） 
第３条 本協議会は、別表に掲げる団体から選出された者で構成する。 
 
（会長及び副会長） 

第４条 本協議会に、会長１人及び副会長１人を置くものとし、構成員の互選により決定する。 

２ 会長は、本協議会を代表し、会務を総括する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。 

４ 会長、副会長の任期は、就任した年度の３月３１日までとする。ただし、再任を妨げない。 

 

（会議） 
第５条 本協議会の会議は、会長が招集する。 
２ 会議の議長は、会長が務めるものとする。 
３ 会議は、構成員の半数以上の出席をもって開催することとする。 
４ 会長は、必要があると認めるときは、会議に諮り、構成員以外の者を会議に出席させ、意見を求

めることができる。 
 
（公開） 
第６条 会議は原則非公開とし、会長が必要と認める場合に限り、公開とすることができる。 
 
（委任） 
第７条 この会則に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。 
 

附 則 
 この会則は、令和４年２月２１日から施行する。 
 
---------------------------------------------------------------------------------------- 

 

別表（第３条関係） 
団   体  

橋本地区自治会連合会 
橋本地区自主防災隊役員会 
橋本地区社会福祉協議会 
橋本地区民生委員・児童委員協議会  
相模原市消防団北方面隊第１分団 
 

 会則第 7条に基づき別に定める事項について 

１ 橋本地区防災計画検討協議会の事務局は、相模原市危機管理局及び緑区役所橋本まちづくりセンタ

ーに置く。 

資料編 


